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略歴

著書・論文等

○

取組の内容

2015年日本中小企業・ベンチャービジネスコンソーシアム年報＜第13号＞に「地域振興とマーケティング戦略」報告寄
稿。

農業公園構想を活用した農業担い手就農就労型（群馬県中之条町）

令和2年4月よりふるさと財団地域再生マネージャー事業として実施した地域次世代地域担い手育成の取り組み。群
馬県中之条町の美野原地区における農業の持続的な発展を目指して、地域の生産品を特産品として加工販売ま
での連携を醸成し、その源となる農業の担い手育成の持続的な仕組みづくりを成果目標としている。主な活動として
は、地域生産者及び観光や行政までを含めた定期的な交流組織づくり、ワークショップやオンライン研修など広い意見
を吸い上げる仕組みづくり、地域内外の若者育成と、コロナ対策マニュアルを作成し地域イベントの実施、商品の開
発・試験販売などを実施した。事業スタートの令和2年4月新型コロナによる緊急事態宣言が発令されたことから、オン
ラインを活用した事業に活動内容を変更し推進した。新型コロナ対応をプラスに考え、様々な社会課題解決と経済
成長を両立する「Society 5.0」の実装につなげている。

2012年株式会社DMGフォース（ダイレクトマーケティングで４つのSを実現する組織「SHIAWASE」「Scientific thinking」
「 Social happiness」 「Sustainable society」）を設立。代表者として地域活性化支援と地域担い手育成サポートを
実施している。20年超のダイレクトマーケティングの専門家としての経験を生かし、地方発の特産品販売、大手食品
メーカーをはじめ、多数の新規事業化実績を生かして地域経営戦略立案、特産品の開発、ネット通販立ち上げ、運
用組織作成など地方のビジネス創出、人材育成仕組みづくりをおこなう。ふるさと財団「地域再生マネージャー」東京
観光財団「観光まちづくりアドバイザー」、神奈川県「産業教育審議会委員」「NPO法人PCM TOKYO 理事」一社
食の施設推進機構「地方創生部会委員」などを務める。
講師実績：令和元年９月JA営農研修会マーケティング講師。平成30年度専門高校研究会・実践活動発表会講
演（神奈川県教育委員会主催）。全国農業高等学校研修会講演講師など、電気通信大学非常勤講師（平成25
年〜平成30年）。中小企業大学校指導員研修講師、沖縄県失業対策事業研修会講師、大分県湯布院物産協
会主催セミナー講師、大分県日田市ブランド推進事業研修会講師。復興庁ほか多数。



実績

工夫した点や苦労した点

ひとことPR

「Society 5.0」の推進は中山間地も有効です。サイバーを普通に使いこなす10代、20代の活躍の場つくり
に取り組むことです。神奈川・青森の学校連携事業、経産省「未来の教室実証事業」農業高校をフィール
ドとしたSTEAM教育プログラム開発などの経験から、中高学校と連携した人地域づくりを提案します。

　地域生産者グループ（40代）から主体的な地域づくりの中核担い手が明確に、地域マネジメント組織とし
て、NPOとして組織登録することが決まる。3回のオンライン研修会で40名超参加。次世代を担う候補の若
者(大学生10代、20代)が複数名発掘され現地研修会5名参加、一人は地域おこし協力隊希望者となっ
た。オンラインフードコンペを開催、海外(イギリス、アラブ首長国連邦など)シェフとの交流がうまれた。

ロジカルフレームワーク・世界標準の事業管理手法を活用し中・長期の目標、短期目標、成果、活動、と
いったものを論理的にロジック(論理)で設定し状況の変化に応じて柔軟に対応しました。コロナ禍において事
業を4月早々にオンラインを導入、活動内容を変更しつつも、目標はぶれずに「より効果的な方法」で実施
できました。地域づくり活動はプロジェクト管理手法を導入することが若者参加・持続可能性の鍵と考えて
います。



○ 参考

取組分野の分類

関連ホームページ

連絡先

※メールを送る際には〔アットマーク〕を『@』に変えてください。

メールアドレス info〔アットマーク〕dmg4s.jp

DMGフォースHP https://www.dmg4s.jp/

ふるさと財団　地域再生マネージャー
https://www.furusato-zaidan.or.jp/wp-content/uploads/2019/04/431-

tsukada.yoshimitsu-1.pdf

東京観光財団　まちづくりアドバイザー https://www.tokyo-adviser.jp/?s=%E5%A1%9A%E7%94%B0

○ 住民参加 ○ その他 ビックデータの活用戦略立案
その他

官民連携（PPP・PFI） ○ メディア活用策
自治体間連携 ○ 効果の把握・評価

1１．自治体経営イノベーション 12.シティプロモーション・地域PR
財政マネジメント（公共施設管理・公会計整備） ○ 地域ブランディング

○ その他 ○ その他 デュアル学習推進サポート

○ 働き方改革 ○ ふるさと教育
○ 子どもの貧困対策 ○ 地域と教育機関の連携（高校魅力化・域学連携等）

9.少子化対策、子ども・子育て支援 10.地域づくり人材の育成・教育
○ 結婚・出産・子育て支援 ○ 人材研修

○ 地域と関係人口の協働 ○ 地域おこし協力隊の推進
○ その他 PCM手法による合意形成ワークショップ その他

○ 滞在・活動の場づくり ○ 起業・事業承継等支援
○ 地域おこし協力隊の推進 ○ 空地・空家対策

その他
7.関係人口の創出・拡大 8.移住・定住促進

避難所運営 ○ 地域おこし協力隊の推進
感染症対策 ○ その他 オンライン交流

地区防災計画 ○ インバウンド対応
BCP ○ 民泊・農泊

5.防災減災・危機管理 6.観光振興・交流
建築物耐震化・長寿命化 ○ DMOとの連携

その他 ○ その他 ソーラーシェアリング活用・導入

地域交通 ○ 地球温暖化対策
集落機能の確保 廃棄物・リサイクル対策

3.生活機能の維持 4.環境保全・SDGs
地域医療・福祉 ○ 分散型エネルギーシステム

○ 地域中核企業等の支援 その他
その他

○ 6次産業化 空地・空家・空きビル・空き店舗等対策
○ 経営資源の引継（事業承継等）・起業支援 ○ 商店街活性化

登録者の取組を12の政策分野に分類しています（複数の分野に該当するものもあります）。

1.地域資源を活用した地域経済循環 2.まちなか再生
○ 地場産品発掘・販路開拓 ○ 中心市街地活性化
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